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第 1章	 序論

1.1	 研究の背景

わが国では，憲法第 25条（生存権の保障）の趣旨に則り，住宅セー

フティネットの一つとして，公営住宅が整備されている 1)。公営住宅

とは，公営住宅法に基づき，国と地方自治体が協力して，住宅に困窮

する低額所得者に対し，低廉な家賃で供給されるものである 1)。将来

的な人口の減少に合わせて ,公営住宅においても空き戸数が増加し ,

公的な住宅も適正戸数に見直す必要から，戸数削減を伴う公営住宅の

再編が検討課題として顕在化している。

公営住宅のうち ,築後 30年以上経過したストックは 131万戸と ,全

体の約 6割を占め規定の耐用年数を迎えつつある 2）。これにより ,各自

治体では ,昭和 40～ 50年に建設した公営住宅を中心とした再編計画を

早急に策定する必要があり ,業務量の平準化のための方策が模索され

てる。しかし ,再編には既存入居者の移転先となる空き公営住宅を周

辺に確保するか ,新たに受け皿となる公営住宅を建設しなければなら

ず ,どのように再編を進めるべきか難しい問題である。また ,複数の

再編案から客観性を備えた再編計画を導く必要がある。したがって ,

再編計画の効果的な策定を支援するプログラムの作成が必要である。

1.2	 既	往研究と本研究の位置付け

佐々木ら 3）は，宇部市営住宅を対象として，団地特性の類型化を行

い，類型ごとの再編計画課題を整理した。その中で，再編対象の住棟

や，その手法の選定に関しては，構造上の老朽化に着目した判定に留

まっていることが指摘されていることに加え、自治体がストック活用

計画を策定する場合には，その構造的老朽化や利用陳腐化の程度判定

が難しい点も指摘されている。小山ら 4)は空き住戸に着目し，住戸面

積，負担家賃額の観点から，廃止・削減に伴い転居が必要となる世帯

の算出を試みている。小山らの研究は，香川県営住宅の再編計画を対

称にしているが，香川県営住宅は，管理戸数が 2015年時点で 4,276戸

と，今回研究対象となる神戸市営住宅の 46,161戸の 10分の 1にも満た

ない戸数である。公営住宅の再編に関する研究には，小山らによる香

川県営住宅の再編計画を事例とした研究に加え，瀬戸口ら 5)による夕

張市営住宅の再編計画を対象とした研究などがある。しかし，3大都

市圏規模の大都市における公営住宅の再編に関しては研究が進んでお

らず，その方策が模索されている段階である。

現行の再編においては ,国土交通省策定の公営住宅長寿命化計画 6)

が指針としてされている。現行の再編計画の内 ,この指針で十分にカ

バーできている点は ,LCCコストの算出や ,事業実施時期の検討などで

ある。一方 ,カバーできていない点は概ね 3点に集約される。

まず ,住宅と住棟ごとの 2段階で判定を行うことで ,非効率になって

いる点が挙げられる。これに対し ,住棟ごとの入居者データを用いる
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ことができれば ,初めから住棟基準で判定し 1段階で判定が済む。

次に不十分な点は ,再編の際に検討するべき項目の選別や重み付け

が各自治体に委ねられている点である。築年数や入居者属性などの項

目の重み付けを合理的に行うことは難しい。

さらに ,現行の指針では同じ再編計画案を何度も検討するため、一

部の再編計画案しか検討できないという問題がある。可能な仮転居組

み合わせを全て求め ,建替えコストや削減可能戸数などの観点から再

編案絞り込めることができれば ,根拠に基づく再編計画を立てられる。

本研究では ,既往研究で取り上げられていない大都市に着目し ,転

居の可能性を考慮して ,再編計画の策定を支援するプログラムを作成

する。また ,分析においては住棟ごとの入居者データを活用する。

1.3	 研究の目的と方法

研究の目的は，大都市の公営住宅において，再編対象となりうる住

棟を効率的かつ効果的に選定する手法を開発することである。これ

は ,大きく２つの目的からなる。

(a)まず ,どの住宅から再編に取り掛かるべきか、膨大な検討が必要

である現状に対し ,行政保有のデータを用いて ,早めに再編に取り掛

かるべき再編の優先度が高い公営住宅を ,住棟ごとに統計的に浮かび

上がらせる手法を検討する。この目的に対し,主成分分析とクラスター

分析によるクラスタリングを検討する。

(b)第 2に、そうした再編優先度が高い住棟群から ,どの住棟を除却

し ,建替えていくかを効率的に決定する手法の検討である。この目的

に対し ,GISと Python3を用いて ,転居の可能性に着目した ,組み合わ

せ計算プログラムの開発を行う。

本論の提案手法により ,行政の負担を減少させ ,議論の下地を構築

すること ,入居者説明などの利害関係者間の合意形成においても行政

の決定の強い後ろ盾となることを意図している。一方で ,本研究の手

法は ,あくまで支援ツールであり ,再編可能な組み合わせを洗い出す

ことで、各自治体の再編計画策定の判断を支援するものである。

研究対象は神戸市市営住宅 1049棟 ,46,161戸 ,兵庫県営住宅 70棟

2,563戸 ,京都市市営住宅 400棟 ,18,429戸である。自治体からの協力

を得て ,個人情報を除く公営住宅の入居者データを入手し ,活用した。

どこの自治体でも保有しているデータであり ,他の自治体における汎

用性は確保されている。

第 2章	 研究の対象となる公営住宅の概要

2.1	 公営住宅の成り立ち

割愛する。

2.2	 現在の市営住宅の概要

再編対象となる神戸市市営住宅では ,阪神淡路大震災の復興住宅と

して民間の住宅を多数借り上げ住宅とするなど，多数の公営住宅を供

給したため，1995年から数年間の供給住宅数が多い。一方，この年代

の住宅供給を除けば，全国的な住宅供給と概ね同じ傾向を示しており，

典型的な住宅供給政策が採られていたことが分かる。また，1980年頃

Fig.2	 研究フロー
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以前は建設年代が古くなると入居率が低くなる傾向にあるが，以後の

住宅では，概ね 89％程度で推移している（Fig.3)。

2.3	 再編について

神戸市では ,平成 23年から令和 2年度までに「第 2次住宅マネジメン

ト計画」を策定しており ,住宅ストックをできるだけ長く使うことを

目指す一方で ,老朽化の進行している住宅などの改修に適さない住宅

については ,計画的に ,建替え ,もしくは市営住宅としての用途の廃止

を掲げている。この第２次マネジメント計画の次の再編計画が現在計

画中であり ,計画の早期策定が求められている。

再編事業は Fig.4のようにいくつかの住棟が関連しあって進む。ま

ず ,仮転居先となる住棟にエレベーターを設置する。次にこの住棟へ

の入居者の移転 ,及び他の住棟の除却 ,余剰地の売却などのステップ

を踏む。こうした事業には 5年から 20年程度の時間がかかる。

第 3章	 再編優先度の高い住棟の分類

3.1	 分類手法の流れ

3章では ,手法 (a)に該当する主成分分析・クラスター分析を用いた

公営住宅の住棟ごと再編優先度判定を検討した。再編優先度判定とは

「早めに再編に取り掛かりやすい住棟のあたりをつけること」と定義

する。

分類の流れは ,まず予備分析として再編中住棟を含めた住棟群で分

析を行い ,再編対象となる住棟を捕捉できる妥当性を確認した。その

手法は ,まず候補となる判定項目群から ,試行錯誤して分析に適した

項目を決定した。その後，主成分分析を用いて ,複数の項目を再編容

易性を含む 2軸に大きくまとめ ,次にクラスター分析を用いて，住棟

を再編優先度で分類し ,十分妥当性が担保できるとこを確認した後、

同様の手法を用いて ,再編優先度判定を行った。

3.2	 再編中住棟を含めた予備分類

使用する項目は ,多くの因子を検討した結果 ,各住棟の「築年数」「入

居率」「空き戸数」「子供の割合」「住宅密集度」の 5つである (Tab.1)。

築年数は ,住棟の耐用年数と関係している。公営住宅建替事業の実

施要件のひとつに「耐用年限の２分の１を経過していること」と定め

られていることから，耐用年数が最も長い 70年である耐火構造であれ

ば ,築後３５年が更新時期の目安となる。

空き戸数と入居率は ,ともに行政の歳入に直結するものであり ,空

き戸数は多いほど ,入居率は低いほど ,再編の優先度が上がる。

子供の割合は「20歳未満の入居者の割合」を用いた。子供の割合が

高い住棟には子育て世帯が多く入居している。子育て世帯は仮転居可

能な住戸型・面積が制限される傾向にあり ,仮転居の難易度が上がる

ため ,因子のしての妥当性がある。

住宅密集度は「ある地域内にどの程度公営住宅が密集しているか」

という指標で ,今回は最小の行政単位である「同一小学校区内における

住棟数」とした。公営住宅が密集しているエリアは住宅確保用配慮者

が多くなるため、ソーシャルミックスの観点から再編の優先度が高い

ことが ,因子として用いる理由である。

以上の 5項目での主成分分析結果を Tab.2に示す。各因子の分散傾

向から，第 1成分を「総合的な課題度」，第 2成分を「転居の容易度」と

した。総合的な課題度が高い住棟は「再編すべき住棟」、転居の容易度

が高い住棟は「再編できる住棟」とみなせ、そのどちらも高い住棟ほ

ど再編の優先度が高いと判断できる。

Tab.1	 分析に使用する項目の採用フロー（一部抜粋）

Fig.4	 仮転居を伴う典型的な再編のフロー模式図

Fig.5	 再編中住棟を伴うクラスター分析結果

Tab.2	 採用因子の
主成分分析結果

Fig.6	 クラスター 1の典型住棟

Fig.8	 クラスター 3の典型住棟

Fig.7	 クラスター 2の典型住棟

Fig.9	 クラスター 4	の典型住棟

Fig.10	再編中住棟を除いたクラスター分析結果

Fig.3	 神戸市市営住宅の建設年度別
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住棟ごとに第 1成分 ,第 2成分を持つため ,X軸に第 1成分 ,Y軸に第 2

成分をとると ,第 1象限に存在する住棟がおおよそ再編の優先度が高

くなる。この考え方に基づき ,対象住棟にクラスター分析を行った結

果が Fig.5である。これにより ,神戸市市営住の再編の優先度を視覚

化した。第 1象限に位置する住棟群であるクラスター 1が最も再編優

先度が高く ,以降クラスター 2,3,4と再編優先度が下がる。各クラス

ターの典型的な住棟については Fig.6～ 97)に示す。

また ,再編中住棟が概ねクラスター 1，あるいはクラスター 2，3ク

ラスター 1寄りに位置している。再編の優先度が高い住棟を概ね捕捉

出来ていることから ,提案手法が早めに再編に取り掛かるべき住棟を

明らかにする手法としての妥当性を確認した。

3.3	 再編中住棟を除いた住棟群での再編優先度の判定

再編中住棟を除いた住棟群のクラスター分析を Fig.10に示す。予

備分析と異なる点として ,クラスター 2の一部住棟で転居の容易性が

高くなっている。クラスター 1を再編対象とすれば管理戸数ベースで

7411戸の削減を見込むことが出来る。

第 4章	 再編対象候補住棟の選定

4.1	 GIS を用いた対象住棟の所在エリア区分

3章でのクラスター分析の結果を踏まえ ,ArcGISを用いて神戸市市営

住宅のクラスター分布傾向を示した (Fig.11)。ここから ,神戸市の各

小学校区を ,再編優先度が高い住棟の集積傾向の違いにより ,再編優

先度が低い住棟で占められる現状活用エリア ,再編優先度が高い住棟

が少数所在する点在エリア（Fig.12）,エリアの住棟のほとんどが再編

優先度の高い住棟である再編優先エリア（Fig.13）の 3つに区分した。

4.2	 点在エリアにおける再編対象住棟の提案

長田区の鹿松エリアは ,少数の再編優先度の高い住棟と多数の再編

優先度の低い住棟が所在しているエリアであり ,こうしたエリアでは

前者を再編対象と考えることが出来る。

4.3	 再編優先エリアにおける再編対象住棟の提案

再編優先エリアが決まっても ,多くの再編優先度が高い住棟から廃

止住棟を決める組み合わせは膨大な数に上る。例えば ,Fig.13に示す

押部谷住宅に 29棟の住棟があるが ,その組み合わせは 5億通りを超え

る (Fig.14)ため ,行政の担当者が全て網羅して検討するのは ,事実上

不可能である。

本研究では ,この問題に対し ,再編住棟の組み合わせを計算するプ

ログラムを作成した。具体的には ,Fig.15に示すように既存の入居者

が他の住棟に仮転居できるかどうか判定するプログラムである。ま

た ,本プログラムでは ,実際の再編事業と同様に ,いくつかの住棟を一

つの地区集合として扱う。

再編優先エリア 9つでプログラムを実行し ,どのエリアでも検討が

必要な組み合わせを大幅に削減できた (Tab.3)。例えば ,西落合エリ

アでは本来検討すべき組み合わせ数が 2兆通りを超えるが ,この手法

により 191通りまで減らすことが出来た。

また ,神戸市の市営住宅は ,募集停止に伴い平均して 1年当たり 4％

の割合で空き戸数が発生する。年数が経過するとすると再編計画策定

可能な組み合わせが増加するため ,本プログラムでは、任意の年数が

経過した際に再編計画策定可能な組み合わせが何通り増加するか ,簡

便に確認できる。Fig.16で現在と 3年後の組み合わせ数を比較すると ,

どのエリアでも組み合わせ数の増加を確認できる。これは ,再編事業

の実施時期の目安を求める場合に有効である。

4.4	 再編検討事例への適応

現在神戸市では ,ひよどり台エリア（住棟 20棟 ,管理戸数 605戸）

（Fig.17）を対象に再編検討中である。

そこで ,提案手法を用いてひよどり台エリアで再編計画が検討可能

な組み合わせを導出すると ,検討可能な組み合わせを 251案導出でき

た (Fig.17)。

さらに、このプログラムでは、建替えのコストと、削減可能な戸数、

及び棟数で組み合わせ同士を比較出来る。ここで ,十分に再編計画案

としてありうる、削減棟数が 5棟の案（Tab.4の 80番）をベンチマーク

処理開始

CSVファイルの読み込み

全ての組み合わせを求める

組み合わせを一つ選ぶ

全ての組み合わせを
計算した？

CSVファイルに書き込む

処理終了

入居者は他の住棟に
転居できる？

No

No

Yes

Yes

Tab.3	 プログラムの実行結果

Fig.11	神戸市市営住宅の分布

Fig.12	点在エリアの例
(鹿松エリア )

Fig.13	再編優先エリアの例
(押部谷エリア )

再編優先度が高い

クラスター 4 クラスター 3 クラスター 2 クラスター 1

Fig.14	押部谷住宅において再編住棟を決める組み合わせ

Fig.15	フローチャート Fig.16	3 年後の再編組み合わせの増加

51~　：　住棟の番号
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Fig.17	ひよどり台エリアの住棟配置図

Fig.18	組み合わせ案の増加

Tab.4	 コスト順組み合わせ
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の管理戸数を示した。この公的賃貸住宅には市営住宅だけでなく ,そ

の他の公的な住宅も含むが ,市営住宅の密集傾向をある程度表してい

ると考えられる。よって ,神戸市より住宅が密集している ,大阪市 ,さ

いたま市 ,東京特別区 ,堺市 ,名古屋市 ,横浜市 ,川崎市 ,千葉市 ,福岡

市などでは応用可能性があると考えられる (Tab.7)。

第 6章	 結論と今後の課題

本研究は，大都市が多くの老朽化した公営住宅団地を抱え，空き住

戸が増加している現状において，如何に合理的な再編計画を立案でき

るか，神戸市建築住宅局 ,兵庫県住宅管理課 ,京都市住宅政策課の協

力を得て，公営住宅の個人情報を除く自治体が一般的に有する住棟

データを入手したうえで，その再編手法を検討して以下の成果を得た。

住棟ごとに総合的な課題度，転居の容易性の 2軸から再編優先度を

統計的に導く方法を検討したうえで，神戸市市営住宅の全住棟に当て

はめ，その有効性を確認した．さらに，京都市との比較から，上記項

目の選定は，一定の公営住宅密度を有する大都市において有効で，密

度が低い自治体では別項目を選定する必要があることを考察した。

優先候補となる団地や住棟を特定してからも，膨大な棟をどのよう

に組み合わせて再編計画を立案するべきか，棟ごとの組み合わせは

膨大になる．この問題に対して ,本研究では，無料プログラムソフト

Python３を用いて，再編候補となる住棟の全ての組み合わせにおいて，

必要な建替えコスト，削減可能な住棟数及び戸数で自動的に順位付け

するプログラムを作成した。実際に神戸市が再編検討中であるエリア

に当てはめたところ，十分に再編案となりうる組み合わせよりも，よ

りコストを抑制しながら，より多くの住戸を再編できる住棟の組み合

わせを導くことができた。

同一エリアの市営住宅と県営住宅を同時に再編候補とすることで，

どの程度，再編計画が立案しやすくなるか，神戸市の王塚エリアに当

てはめて上記の検討を行った．その結果 ,王塚エリアにおいて、再編

可能な組み合わせのバリエーションが現時点で 50％増加し、年度が経

過するにつれて、そのバリエーションが大幅に増加するなど，より合

理的な再編計画を立案できることから，公営住宅においては，市営や

県営が連携して再編計画を立案することの有効性を確認した．
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として取り上げ、同じ削減棟数が 5棟の組み合わせなかで建替えコス

トについて比較した (Tab.4)。その結果 ,コスト面で 80番よりも優れ

ている可能性が高い組み合わせを 14通り示すことが出来た。

このように簡便に複数の再編案を検討出来ることが ,本提案手法の

メリットである。ただし ,プログラムで導出した候補組み合わせには ,

実態にそぐわない案も含まれる。そのため、提案手法はあくまでツー

ルとして用い ,最終的には各自治体でそのエリアの特性や ,各種法規

制 ,入居者の詳細な動向を考慮して再編計画を策定することが望まし

い。現状では ,数案しか再編案が検討されていない中で ,可能な組み

合わせを全て網羅した上で,合理的な最終的な再編を策定することで,

各利害関係者の合意形成に大いに役立ちうると考える。

第5章	 提案手法の応用可能性

5.1	 提案手法を用いた地域包括的公営住宅ストック活用の検証

本章では ,異なる事業主体が運営する公営住宅同士で同時に再編計

画を検討した場合 ,再編計画のバリエーションがどの程度変化するか

4章のプログラムをを用いて計測できることを検証し ,再編計画策定で

の相互活用の可能性を模索した。

Fig.19に示す王塚エリアは市営住宅が 8棟、県営住宅が 2棟所在し

ているエリアである。Fig.20に市営住宅のみで仮転居可能な住棟の組

み合わせを検討した場合と ,市営住宅と県営住宅を合わせて検討した

場合で ,それぞれ仮転居のバリエーションが何通りになるかを ,2019

年度から 6ヵ年に渡って示した。2019年度ではバリエーションが 4通

りから 6通りへ 50％増加し ,年度が経過するにつれてバリエーション

の差がさらに増えている。つまり ,県営住宅を含めて再編計画を検討

する場合、仮転居のバリエーションが増加することが分かる。

ここから ,異なる事業主体が運営する公営住宅同士で同時に再編計

画を検討した場合 ,仮転居のバリエーションが増えるため ,再編計画

をより合理的に進められる可能性が高いといえる。

5.2	 他都市への応用可能性

さらに ,提案手法の他都市への応用可能性を検証した。まず ,神戸

市と京都市の市営住宅で ,それぞれ相関分析を行った結果を示した

(Tab.5)。ここから、二つの都市では次のように立地特性が異なるこ

を把握した。

・京都市では築年数が経過した住宅ほど大規模で他の住宅から孤立

した地域に所在する傾向がある。

・神戸市では築年数が経過した住宅ほど小規模でいくつかの住宅で

まとまって所在する傾向がある。

続いて ,神戸市と京都市の市営住宅で、それぞれ 3章で説明した主

成分分析を行った (Tab.6)。その結果 ,住宅が孤立して所在する京都

市では神戸市のような成分の分散傾向にはならず ,同じ成分を定義で

きなかった。よって ,神戸市のように住宅が密集している都市におい

て、この手法の応用可能性があるといえる。

Fig.21に政令指定都市の公的賃貸住宅の 1平方キロメートルあたり

県営住宅（玉津南高層）

市営住宅（王塚）

県営住宅（玉津南鉄筋）

Fig.19	王塚エリアの住棟配置図
Fig.20	王塚エリアの再編可能

組み合わせの経年変化

Tab.5	 相関分析結果（上：神戸市	下：京都市）

Tab.6	 主成分分析結果
(上：神戸市　下：京都市 )

Fig.21	公的賃貸住宅の 1Km2 あたりの管理戸数

Tab.7	 公的賃貸住宅の
1Km2 あたりの管理戸数が

多い都市


